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平成 17 年 3 月 25 日作成 

ソシエテジェネラルアセットマネジメント株式会社 

りそな・アクティブジャパン 

目 論 見 書 の 訂 正 部 分  

「りそな・アクティブジャパン」の受益証券の募集については、委託会社は、証券取引法（昭和 23

年法第 25 号）第 5 条の規定により、有価証券届出書を平成 16 年 7 月 16 日に関東財務局長に提出

しており、平成 16 年 8 月 1 日にその届出の効力が生じております。また、同法第 7 条に基づき有

価証券届出書の訂正届出書を平成 16 年 8 月 2 日、平成 16 年 9 月 29 日および平成 17 年 3 月 25 日

に関東財務局長に提出しております。 

■当ファンドは、株式等の値動きのある有価証券等（外貨建証券には為替リスクもあります。）

に投資しますので、当ファンドの基準価額が下落し、損失を被ることがあります。 
■当ファンドは、投資家の皆様の投資元本および収益が保証されているものではありません。 
■運用により信託財産に生じた損益はすべて投資家の皆様に帰属します。 
■当ファンドは、預金保険機構あるいは保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。 

平成 17 年 3 月 25 日に有価証券届出書の訂正届出書を提出したことに伴い、目論見書の記載内容のう

ち、一部について新しい内容に改めます。 

【訂正箇所及び訂正後の内容】 

第二部 ファンド情報 

第１ ファンドの状況 

３ 投資リスク 

(2)リスク管理体制（以下の内容に訂正します） ········································ （目論見書 P15） 

ファンドのリスク管理として、運用の基本方針に沿った資産構成になっているか、あるいは適切な投資行

動となっているかを検証しています。また、レビュー委員会において、ファンド特性を踏まえたパフォーマ

ンス評価・検討を行なっています。 

委託会社のリスク管理体制 

リ ス ク ・ コ ン プ ラ イ ア ン ス 委 員 会リリ  スス  クク  ・・  ココ  ンン  ププ  ララ  イイ  アア  ンン  スス  委委  員員  会会

ＳＧ アセット マネジメント（パリ）

リスク管理本部 (Risk Management Department)

ＳＧＳＧ  アセットアセット  マネジメント（パリ）マネジメント（パリ）

リスク管理本部 (Risk Management Department)

定期報告＆意見交換

１．パフォーマンス評価

運用コンセプトと実際の整合性

同一プロダクト間の分散状況

２．運用上のリスク管理

運用ガイドライン

運用の健全性チェック

１．パフォーマンス評価

運用コンセプトと実際の整合性

同一プロダクト間の分散状況

リーガル・リスクの管理

法令、業界ルールの調査

社内規則の整備

社内規則の遵守の監視･監督

トレーニングの実施

（法令遵守意識の向上）

３．内部監査と各種リスクの管理

内部監査の実施と業務改善指導

リスクレポート作成

顧客苦情・事務過誤等の報告受理

   と対応監視

業務マニュアルの取りまとめ

レ
ビ
ュ
ー
委
員
会

レ
ビ
ュ
ー
委
員
会

審査・監査部 法務・コンプライアンス部

 

＊委託会社のリスク管理体制は、平成 17 年 1 月現在のものであり、今後変更となる場合があります。 
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５ 運用状況（以下の内容に訂正します） ············································ （目論見書 P19～20） 

(1)投資状況 
平成 17 年 1月 31 日現在

資産の種類 国名 時価合計（円） 投資比率（％） 

株式 日本 7,755,420,000 90.26

現金・預金・その他の資産（負債控除後） － 837,109,674 9.74

合計（純資産総額） － 8,592,529,674 100.00

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。 

 

(2)運用実績 

①純資産の推移 

平成 17 年 1 月 31 日（直近日）現在、同日前 1年以内における各月末およびファンド設定時からの各計算期

間末におけるファンドの純資産総額および基準価額（1 万口当りの純資産額）の推移は次の通りです。 

純資産総額(百万円) 基準価額(円)  

(分配落) (分配付) (分配落) (分配付) 

第1期末(平成12年6月29日) 3,625 3,625 9,590 9,590

第2期末(平成13年6月29日) 4,671 4,671 8,172 8,172

第3期末(平成14年7月 1日) 4,010 4,010 6,368 6,368

第4期末(平成15年6月30日) 3,806 3,806 6,206 6,206

第5期末(平成16年6月29日) 6,889 7,049 12,906 13,206

平成16年1月末日 3,435 － 9,052 －

2月末日 3,460 － 9,035 －

3月末日 4,141 － 11,043 －

4月末日 5,827 － 13,422 －

5月末日 6,234 － 12,013 －

6月末日 7,176 － 13,142 －

7月末日 6,985 － 11,671 －

8月末日 8,234 － 11,631 －

9月末日 8,214 － 10,972 －

10月末日 8,047 － 10,611 －

11月末日 8,385 － 11,013 －

12月末日 8,498 － 11,233 －

平成17年1月31日(直近日) 8,592 － 11,427 －

 

②分配の推移 
計算期間 1 万口当り分配金（円） 

第1期計算期間（H11.6.30～H12.6.29） 0

第2期計算期間（H12.6.30～H13.6.29） 0

第3期計算期間（H13.6.30～H14.7.1） 0

第4期計算期間（H14.7.2～H15.6.30） 0

第5期計算期間（H15.7.1～H16.6.29） 300

平成16年2月1日～平成17年1月31日 300

 

③収益率の推移 
計算期間 収益率（％） 

第1期計算期間（H11.6.30～H12.6.29） ▲4.1

第2期計算期間（H12.6.30～H13.6.29） ▲14.8

第3期計算期間（H13.6.30～H14.7.1） ▲22.1

第4期計算期間（H14.7.2～H15.6.30） ▲2.5

第5期計算期間（H15.7.1～H16.6.29） 112.8

平成16年2月1日～平成17年1月31日 22.9

（注）収益率の算出方法：計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期間末の基準価額（分

配落の額。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を、前期末基準価額で除し

て 100 を乗じた数値です。 
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(3)設定及び解約の実績 

計算期間 設定数量（口） 解約数量（口） 

第1期計算期間（H11.6.30～H12.6.29） 13,823,032,433 10,042,245,860 

第2期計算期間（H12.6.30～H13.6.29） 2,616,957,657 681,679,510 

第3期計算期間（H13.6.30～H14.7.1） 1,822,674,532 1,240,238,980 

第4期計算期間（H14.7.2～H15.6.30） 763,297,703 927,557,580 

第5期計算期間（H15.7.1～H16.6.29） 5,624,482,086 6,420,338,260 

平成16年2月1日～平成17年1月31日 7,182,249,684 3,458,106,469 

 

 

第２ ファンドの経理状況（以下の内容を追加します） ····································（目論見書P28） 

 
(1) 当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 52 年大蔵

省令第 38 号）ならびに同規則第 38 条の 3 及び第 57 条の 2 の規定により「投資信託財産の貸借対照表、損益

及び剰余金計算書、附属明細表並びに運用報告書に関する規則」（平成 12 年総理府令第 133 号）（以下「投資

信託財産計算規則」という）に基づいて作成しております。 

なお、投資信託財産計算規則は、平成 16 年 3 月 25 日付内閣府令第 16 号により改正されておりますが、第

5 期中間計算期間（平成 15 年 7 月 1日から平成 15 年 12 月 30 日まで）については改正前の投資信託財産計算

規則に基づき作成されており、第 6 期中間計算期間（平成 16 年 6 月 30 日から平成 16 年 12 月 29 日まで）に

ついては改正後の投資信託財産計算規則に基づいて作成しております。 

また、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

 

(2) 当ファンドは証券取引法第 193 条の 2 の規定に基づき、第 5 期中間計算期間（平成 15 年 7 月 1 日から平成

15 年 12 月 30 日まで）及び第 6 期中間計算期間（平成 16 年 6 月 30 日から平成 16 年 12 月 29 日まで）の中間

財務諸表については、新日本監査法人による中間監査を受けております。 

 
なお、当ファンドの委託会社であるりそなアセットマネジメント株式会社は平成 16 年 8 月 1 日をもってエ

スジー山一アセットマネジメント株式会社を存続会社として合併し、商号をソシエテジェネラルアセットマネ

ジメント株式会社に変更しております。 
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中間財務諸表 

りそな・アクティブジャパン 

(1)中間貸借対照表 

 
前中間計算期間末 

(平成 15 年 12 月 30 日現在) 

当中間計算期間末 

(平成 16 年 12 月 29 日現在) 

科目 金額(円) 金額(円) 

資産の部   

Ⅰ流動資産 

金銭信託 － －

コール・ローン 213,990,955 558,969,112

株式 3,499,087,000 7,909,605,000

未収入金 － 373,965,468

未収配当金 952,200 4,421,250

未収利息 5 15

流動資産合計 3,714,030,160 8,846,960,845

資産合計 3,714,030,160 8,846,960,845

負債の部 

Ⅰ流動負債 

未払金 － 298,607,788

未払解約金 11,905,662 33,239,516

未払受託者報酬 1,791,100 4,153,204

未払委託者報酬 25,075,223 58,144,781

その他未払費用 125,316 290,662

流動負債合計 38,897,301 394,435,951

負債合計 38,897,301 394,435,951

純資産の部 

Ⅰ元本 

元本 4,375,910,545 7,566,024,777

Ⅱ剰余金 

中間期末剰余金又は欠損金 △700,777,686 886,500,117

（分配準備積立金） (－) (1,017,206,814)

純資産合計 3,675,132,859 8,452,524,894

負債・純資産合計 3,714,030,160 8,846,960,845
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(2)中間損益及び剰余金計算書 

 

前中間計算期間 

自 平成15年 7月 1日 

至 平成15年12月30日 

当中間計算期間 

自 平成16年 6月30日 

至 平成16年12月29日 

科目 金額(円) 金額(円) 

経常損益の部   

営業損益の部   

Ⅰ営業収益   

受取配当金 10,218,100 24,663,310

受取利息 1,237 3,360

有価証券売買等損益 1,019,571,810 △982,600,239

営業収益合計 1,029,791,147 △957,933,569

Ⅱ営業費用 

受託者報酬 1,791,100 4,153,204

委託者報酬 25,075,223 58,144,781

その他費用 125,316 290,662

営業費用合計 26,991,639 62,588,647

営業利益又は営業損失（△） 1,002,799,508 △1,020,522,216

経常利益又は経常損失（△） 1,002,799,508 △1,020,522,216

中間純利益又は中間純損失（△） 1,002,799,508 △1,020,522,216

Ⅲ一部解約に伴う中間純利益分配額又は一部解約

に伴う中間純損失分配額（△） 
229,016,218 53,787,014

Ⅳ期首剰余金又は欠損金 △2,327,454,783 1,551,073,407

Ⅴ欠損金減少額又は剰余金増加額 1,103,032,466 549,063,317

（当中間期一部解約に伴う欠損金減少額） (1,103,032,466) (－)

（当中間期追加信託に伴う剰余金増加額） (－) (549,063,317)

Ⅵ欠損金増加額又は剰余金減少額 250,138,659 246,901,405

（当中間期一部解約に伴う剰余金減少額） (－) (246,901,405)

（当中間期追加信託に伴う欠損金増加額） (250,138,659) (－)

Ⅶ分配金 － －

Ⅷ中間期末剰余金又は欠損金 △700,777,686 886,500,117
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重要な会計方針 

 

項目 

前中間計算期間 

自 平成15年 7月 1日 

至 平成15年12月30日 

当中間計算期間 

自 平成16年 6月30日 

至 平成16年12月29日 

1.有価証券の評価基準及び評

価方法 

 

株式は移動平均法に基づき、以下のとおり

原則として時価で評価しております。 

証券取引所に上場されている有価証券等

は、原則として証券取引所における計算期間

末日の最終相場又は清算値段で評価しており

ます。 

計算期間末日に当該証券取引所の最終相場

等がない場合には、当該証券取引所における

直近の日の最終相場等で評価しております

が、直近の日の最終相場等によることが適当

でないと認められた場合は、当該証券取引所

における計算期間末日又は直近の日の気配相

場で評価しております。 

株式は移動平均法に基づき、以下のとおり

原則として時価で評価しております。 

同左 

2.収益及び費用の計上基準 (1)受取配当金の計上基準 

受取配当金は、原則として株式の配当落ち

日において、その金額が確定しているものに

ついては当該金額、未だ確定していない場合

には予想配当金額の 90%を計上し、残額につ

いては入金時に計上しております。 

(1)受取配当金の計上基準 

同左 

 (2)有価証券売買等損益の計上基準 

約定日基準で計上しております。 

(2)有価証券売買等損益の計上基準 

同左 

3.その他 当ファンドの中間計算期間は前期末が休日

のため、平成15年7月1日から平成15年12月30

日までとなっております。 

 

－ 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間計算期間末 

（平成 15 年 12 月 30 日現在） 

当中間計算期間末 

（平成 16 年 12 月 29 日現在） 

1.信託財産に係る期首元本額、期中追加設定元本額及び期

中一部解約元本額 

期首元本額        6,134,240,395 円 

期中追加設定元本額    1,204,943,065 円 

期中一部解約元本額    2,963,272,915 円 

1.信託財産に係る期首元本額、期中追加設定元本額及び期

中一部解約元本額 

期首元本額         5,338,384,221 円 

期中追加設定元本額     3,129,512,996 円 

期中一部解約元本額      901,872,440 円 

2.投資信託財産計算規則第 41 条の 2に規定する額 

元本の欠損         700,777,686 円 

2.投資信託財産計算規則第 41 条の 2に規定する額 

元本の欠損               - 円 

 

（中間損益及び剰余金計算書関係） 

前中間計算期間 

自 平成15年 7月 1日 

至 平成15年12月30日 

当中間計算期間 

自 平成16年 6月30日 

至 平成16年12月29日 

1.受託会社との取引高 

営業取引（受託者報酬）    1,791,100 円 

1.受託会社との取引高 

営業取引（受託者報酬）     4,153,204 円 

2.分配金の計算過程 

該当事項はありません。 

2.分配金の計算過程 

該当事項はありません。 

 

（有価証券関係） 

前中間計算期間（自 平成15年 7月 1日 至 平成15年12月30日） 

該当事項はありません。 

当中間計算期間（自 平成16年 6月30日 至 平成16年12月29日） 

該当事項はありません。 
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（デリバティブ取引関係） 

前中間計算期間（自 平成15年 7月 1日 至 平成15年12月30日） 

該当事項はありません。 

当中間計算期間（自 平成16年 6月30日 至 平成16年12月29日） 

該当事項はありません。 

 

（一口当たり情報） 

 

 

前中間計算期間末 

(平成 15 年 12 月 30 日現在) 

当中間計算期間末 

(平成 16 年 12 月 29 日現在) 

中間期末一口当たり純資産額 0.8399 円 1.1172 円

 

（重要な後発事象） 

前中間計算期間（自 平成15年 7月 1日 至 平成15年12月30日） 

該当事項はありません。 

当中間計算期間（自 平成16年 6月30日 至 平成16年12月29日） 

該当事項はありません。 

 
２ ファンドの現況（以下の内容に訂正します） ········································（目論見書P45～46） 

(1)純資産額計算書 

平成17年1月31日現在

Ⅰ 資産総額 8,855,284,776 円 

Ⅱ 負債総額 262,755,102 円 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 8,592,529,674 円 

Ⅳ 発行済口数 7,519,621,567 口 

Ⅴ １万口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 11,427 円 

 

(2)投資有価証券の主要銘柄 

平成17年1月31日現在

帳簿金額 時価評価額 
順

位 
地域 種類 銘柄名 業種 

数量 

（株） 単価 

（円） 

金額 

（円） 

単価 

（円） 

金額 

（円） 

投資

比率

(％)

1 日本 株式 楽天(新) サービス業 4,050 74,002.74 299,711,097 97,000.00 392,850,000 4.57

2 日本 株式 エルピーダメモリ 電気機器 80,000 3,585.90 286,872,044 4,030.00 322,400,000 3.75

3 日本 株式 電源開発 電気・ガス業 100,000 2,782.76 278,276,900 3,090.00 309,000,000 3.60

4 日本 株式 
みずほフィナンシャル

グループ 
銀行業 600 459,666.66 275,800,000 499,000.00 299,400,000 3.48

5 日本 株式 ソフトバンク 卸売業 60,000 4,295.72 257,743,347 4,900.00 294,000,000 3.42

6 日本 株式 任天堂 その他製品 25,000 12,678.39 316,959,900 11,740.00 293,500,000 3.42

7 日本 株式 インデックス 情報・通信業 1,000 279,378.01 279,378,015 290,000.00 290,000,000 3.38

8 日本 株式 
ユニ・チャーム ペット

ケア 
食料品 49,500 3,794.90 187,848,032 5,680.00 281,160,000 3.27

9 日本 株式 いすゞ自動車 輸送用機器 900,000 238.13 214,325,679 304.00 273,600,000 3.18

10 日本 株式 武田薬品工業 医薬品 55,000 5,090.46 279,975,672 4,920.00 270,600,000 3.15

11 日本 株式 
エヌ・ティ・ティ・ドコ

モ 
情報・通信業 1,500 186,292.95 279,439,425 180,000.00 270,000,000 3.14

12 日本 株式 ヤマハ発動機 輸送用機器 150,000 1,618.35 242,753,029 1,701.00 255,150,000 2.97

13 日本 株式 テレパーク 情報・通信業 700 290,089.64 203,062,754 352,000.00 246,400,000 2.87

14 日本 株式 ライオン 化学 400,000 606.80 242,722,935 591.00 236,400,000 2.75

15 日本 株式 王子製紙 パルプ・紙 400,000 583.00 233,200,000 584.00 233,600,000 2.72

16 日本 株式 国際石油開発 鉱業 450 546,816.59 246,067,468 517,000.00 232,650,000 2.71

17 日本 株式 
ジェイ エフ イー ホー

ルディングス 
鉄鋼 80,000 2,988.13 239,050,740 2,865.00 229,200,000 2.67

18 日本 株式 
レインズインターナシ

ョナル 
小売業 500 539,009.56 269,504,782 441,000.00 220,500,000 2.57
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19 日本 株式 日本電産 電気機器 18,000 11,160.00 200,880,000 11,620.00 209,160,000 2.43

20 日本 株式 船井電機 電気機器 17,000 15,245.46 259,172,974 11,900.00 202,300,000 2.35

21 日本 株式 
有線ブロードネットワ

ークス 
情報・通信業 72,000 2,463.00 177,336,000 2,645.00 190,440,000 2.22

22 日本 株式 セーレン 繊維製品 200,000 829.04 165,809,044 919.00 183,800,000 2.14

23 日本 株式 やすらぎ 不動産業 50,000 3,220.00 161,000,000 3,630.00 181,500,000 2.11

24 日本 株式 三協精機製作所 電気機器 200,000 1,140.00 228,000,000 876.00 175,200,000 2.04

25 日本 株式 カシオ計算機 電気機器 120,000 1,622.00 194,640,000 1,451.00 174,120,000 2.03

26 日本 株式 イオン 小売業 100,000 1,918.01 191,801,940 1,740.00 174,000,000 2.03

27 日本 株式 テレビ東京 情報・通信業 50,000 3,252.45 162,622,727 3,480.00 174,000,000 2.03

28 日本 株式 日本油脂 化学 450,000 417.81 188,016,670 378.00 170,100,000 1.98

29 日本 株式 日本調剤 小売業 40,000 3,786.72 151,469,187 4,250.00 170,000,000 1.98

30 日本 株式 日本光電工業 電気機器 130,000 1,402.04 182,265,634 1,303.00 169,390,000 1.97

＊上位 30 銘柄 

＊投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する各銘柄の時価比率をいいます。 

 
業種別投資比率 

平成 17 年 1月 31 日現在 

種類 地域 業種 投資比率(％) 

株式 日本 鉱業 2.71

  食料品 3.27

  繊維製品 2.14

  パルプ・紙 2.72

  化学 4.73

  医薬品 3.15

  鉄鋼 2.67

  電気機器 16.36

  輸送用機器 6.15

  その他製品 3.42

  電気・ガス業 3.60

  情報・通信業 15.48

  卸売業 5.28

  小売業 6.57

  銀行業 3.48

  不動産業 2.11

  サービス業 6.42

合計 90.26

＊投資比率はファンドの純資産総額に対する評価額比率をいいます。 

 

(3)投資不動産物件 

該当事項はありません。 

 

(4)その他投資資産の主要なもの 

該当事項はありません。 
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平成 16 年 9 月 29 日作成 
ソシエテジェネラルアセットマネジメント株式会社 

りそな・アクティブジャパン 

目 論 見 書 の 訂 正 部 分  

「りそな・アクティブジャパン」の受益証券の募集については、委託会社は、証券取引法（昭和 23

年法第 25 号）第 5 条の規定により、有価証券届出書を平成 16 年 7 月 16 日に関東財務局長に提出

しており、平成 16 年 8 月 1 日にその届出の効力が生じております。また、同法第 7 条に基づき有

価証券届出書の訂正届出書を平成 16 年 8 月 2 日及び平成 16 年 9 月 29 日に関東財務局長に提出し

ております。 

■当ファンドは、株式等の値動きのある有価証券等（外貨建証券には為替リスクもあります。）

に投資しますので、当ファンドの基準価額が下落し、損失を被ることがあります。 

■当ファンドは、投資家の皆様の投資元本および収益が保証されているものではありません。 

■運用により信託財産に生じた損益はすべて投資家の皆様に帰属します。 

■当ファンドは、預金保険機構あるいは保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。 

平成 16 年 9 月 29 日に有価証券届出書の訂正届出書を提出したことに伴い、目論見書の記載内

容のうち、一部について新しい内容に改めます。 

【訂正箇所及び訂正後の内容】 

第二部 ファンド情報 
第１ ファンドの状況 
３ 投資リスク 

(2)リスク管理体制（以下の内容に改訂します） ·················································· （目論見書 P15） 

ファンドのリスク管理として、運用の基本方針に沿った資産構成になっているか、あるいは適切な投

資行動となっているかを検証しています。また、レビュー委員会において、ファンド特性を踏まえたパ

フォーマンス評価・検討を行なっています。 

委託会社のリスク管理体制 

リ ス ク ・ コ ン プ ラ イ ア ン ス 委 員 会リリ  スス  クク  ・・  ココ  ンン  ププ  ララ  イイ  アア  ンン  スス  委委  員員  会会

ＳＧ アセット マネジメント（パリ）

リスク管理本部 (Risk Management Department)

ＳＧＳＧ  アセットアセット  マネジメント（パリ）マネジメント（パリ）

リスク管理本部 (Risk Management Department)

定期報告＆意見交換

１．パフォーマンス評価

運用コンセプトと実際の整合性

同一プロダクト間の分散状況

２．運用上のリスク管理

運用ガイドライン

運用の健全性チェック

１．パフォーマンス評価

運用コンセプトと実際の整合性

同一プロダクト間の分散状況

リーガル・リスクの管理

法令、業界ルールの調査

社内規則の整備

社内規則の遵守の監視･監督

トレーニングの実施

（法令遵守意識の向上）

３．内部監査と各種リスクの管理

内部監査の実施と業務改善指導

リスクレポート作成

顧客苦情・事務過誤等の報告受理

   と対応監視

業務マニュアルの取りまとめ

レ
ビ
ュ
ー
委
員
会

レ
ビ
ュ
ー
委
員
会

審査・監査部 法務・コンプライアンス部

 
＊委託会社のリスク管理体制は、平成 16 年 8 月現在のものであり、今後変更となる場合があります。 
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５ 運用状況（以下の内容に改訂します） ····························································（目論見書 P19～20） 

(1)投資状況 
平成 16 年 7 月 30 日現在 

資産の種類 国名 時価（円） 投資比率（％）

株式 日本 6,367,479,000 91.15
現金・預金・その他の資産（負債控除後） － 617,995,052 8.85

合計（純資産総額） － 6,985,474,052 100.00
（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。 

 
(2)運用実績 

①純資産の推移 
平成 16 年 7 月 30 日（直近日）現在、同日前 1 年以内における各月末およびファンド設定時から

の各計算期間末におけるファンドの純資産総額および基準価額（1 万口当りの純資産額）の推移は

次の通りです。 
純資産総額（百万円） 基準価額（円）  
（分配落） （分配付） （分配落） （分配付）

第1期末（平成12年6月29日） 3,625 3,625 9,590 9,590
第2期末（平成13年6月29日） 4,671 4,671 8,172 8,172
第3期末（平成14年7月1日） 4,010 4,010 6,368 6,368
第4期末（平成15年6月30日） 3,806 3,806 6,206 6,206
第5期末（平成16年6月29日） 6,889 7,049 12,906 13,206

平成15年7月末日 2,831 － 6,532 －

8月末日 2,993 － 7,039 －

9月末日 3,305 － 7,697 －

10月末日 3,601 － 8,438 －

11月末日 3,575 － 7,897 －

12月末日 3,675 － 8,399 －

平成16年1月末日 3,435 － 9,052 －

2月末日 3,460 － 9,035 －

3月末日 4,141 － 11,043 －

4月末日 5,827 － 13,422 －

5月末日 6,234 － 12,013 －

6月末日 7,176 － 13,142 －

7月30日（直近日） 6,985 － 11,671 －

②分配の推移 
計算期間 1 万口当り分配金（円） 

第1期計算期間（H11.6.30～H12.6.29） 0 
第2期計算期間（H12.6.30～H13.6.29） 0 
第3期計算期間（H13.6.30～H14.7.1） 0 
第4期計算期間（H14.7.2～H15.6.30） 0 
第5期計算期間（H15.7.1～H16.6.29） 300 
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③収益率の推移 
計算期間 収益率（％） 

第1期計算期間（H11.6.30～H12.6.29） ▲4.1 
第2期計算期間（H12.6.30～H13.6.29） ▲14.8 
第3期計算期間（H13.6.30～H14.7.1） ▲22.1 
第4期計算期間（H14.7.2～H15.6.30） ▲2.5 
第5期計算期間（H15.7.1～H16.6.29） 112.79 

（注）収益率の算出方法： 

計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落の

額。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を、前期末基準価額で除して 100 を乗じた

数値です。 

 
(3)設定及び解約の実績 

計算期間 設定数量（口） 解約数量（口） 
第1期計算期間（H11.6.30～H12.6.29） 13,823,032,433 10,042,245,860 
第2期計算期間（H12.6.30～H13.6.29） 2,616,957,657 681,679,510 
第3期計算期間（H13.6.30～H14.7.1） 1,822,674,532 1,240,238,980 
第4期計算期間（H14.7.2～H15.6.30） 763,297,703 927,557,580 
第5期計算期間（H15.7.1～H16.6.29） 5,624,482,086 6,420,338,260 

 

 
第２ ファンドの経理状況（以下の内容に改訂します）········································（目論見書 P28） 
 

(1) 当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省令

第 59 号）ならびに同規則第 2 条の 2 の規定により「投資信託財産の貸借対照表、損益び剰余金計算書、

附属明細表並びに運用報告書に関する規則」(平成 12 年総理府令第 133 号)（以下「投資信託財産計算規

則」という）に基づいて作成しております。 

なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

 

(2) 当ファンドは証券取引法第 193 条の 2 の規定に基づき、第 4 期計算期間（平成 14 年 7 月 2 日から平成

15 年 6 月 30 日まで）及び第 5 期計算期間（平成 15 年 7 月 1 日から平成 16 年 6 月 29 日まで）の財務諸

表については、新日本監査法人による監査を受けております。 

 

なお、当ファンドの委託会社であるりそなアセットマネジメント株式会社は平成 16 年 8 月 1 日をもっ

てエスジー山一アセットマネジメント株式会社を存続会社として合併し、商号をソシエテジェネラルア

セットマネジメント株式会社に変更しております。 
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１ 財務諸表 
 

りそな・アクティブジャパン 

 
(1)貸借対照表 

第4期 
（平成15年6月30日現在）

第5期 
（平成16年6月29日現在）

期別
 
 

科目 金額（円） 金額（円） 

資産の部   

Ⅰ 流動資産   

コール・ローン 284,332,033 729,871,639 

株式 3,643,003,000 6,403,300,400 

未収入金 53,276,900 － 

未収配当金 16,653,600 7,341,840 

未収利息 7 19 

流動資産合計 3,997,265,540 7,140,513,898 

資産合計 3,997,265,540 7,140,513,898 

負債の部   

Ⅰ 流動負債   

未払金 93,551,220 4,600,000 

未払収益分配金 － 160,151,526 

未払解約金 69,614,860 49,918,647 

未払受託者報酬 1,812,469 2,414,481 

未払委託者報酬 25,374,561 33,802,664 

その他未払費用 126,818 168,952 

流動負債合計 190,479,928 251,056,270 

負債合計 190,479,928 251,056,270 

純資産の部   

Ⅰ 元本   

元本 6,134,240,395 5,338,384,221 

Ⅱ 剰余金    

期末剰余金又は欠損金（△） △2,327,454,783 1,551,073,407 

純資産合計 3,806,785,612 6,889,457,628 

負債・純資産合計 3,997,265,540 7,140,513,898 
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(2)損益及び剰余金計算書 
第4期 

自 平成14年7月2日 
至 平成15年6月30日 

第5期 
自 平成15年7月1日 
至 平成16年6月29日 

期別
 
 

科目 
金額（円） 金額（円） 

経常損益の部   

営業損益の部   

Ⅰ 営業収益   

受取配当金 38,056,725 20,105,740 

受取利息 2,463 3,549 

有価証券売買等損益 △99,767,254 2,996,615,835 

その他収益 453 － 

営業収益合計 △61,707,613 3,016,725,124 

Ⅱ 営業費用   

受託者報酬 3,762,044 4,205,581 

委託者報酬 52,669,057 58,877,887 

その他費用 263,223 294,268 

営業費用合計 56,694,324 63,377,736 

営業利益又は営業損失（△） △118,401,937 2,953,347,388 

経常利益又は経常損失（△） △118,401,937 2,953,347,388 

当期純利益又は当期純損失（△） △118,401,937 2,953,347,388 

Ⅲ 一部解約に伴う当期純利益分配額又は
一部解約に伴う当期純損失分配額 

73,831,251 1,259,135,271 

Ⅳ 期首欠損金 2,287,862,895 2,327,454,783 

Ⅴ 欠損金減少額 343,487,197 2,344,467,599 

（当期一部解約に伴う欠損金減少額） (343,487,197) (1,879,503,780) 

（当期追加信託に伴う欠損金減少額） (－) (464,963,819) 

Ⅵ 欠損金増加額 338,508,399 － 

（当期一部解約に伴う欠損金増加額） (－) (－) 

（当期追加信託に伴う欠損金増加額） (338,508,399) (－) 

Ⅶ 分配金 － 160,151,526  

Ⅷ 期末剰余金又は欠損金（△） △2,327,454,783 1,551,073,407 
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重要な会計方針 
期別

 
項目 

第4期 
自 平成14年7月2日 
至 平成15年6月30日 

第5期 
自 平成15年7月1日 
至 平成16年6月29日 

１．有価証券の評価基準

及び評価方法 

 株式は移動平均法に基づき、以下

のとおり原則として時価で評価して

おります。 

 株式は移動平均法に基づき、以下

のとおり原則として時価で評価して

おります。 

  証券取引所に上場されている有価

証券等は、原則として証券取引所に

おける計算期間末日の最終相場又は

清算値段で評価しております。 

 計算期間末日に当該証券取引所の

最終相場等がない場合には、当該証

券取引所における直近の日の最終相

場等で評価しておりますが、直近の

日の最終相場等によることが適当で

ないと認められた場合は、当該証券

取引所における計算期間末日又は直

近の日の気配相場で評価しておりま

す。 

同左 

２．派生商品の評価基準

及び評価方法 

 派生商品は原則として時価で評価

しております。 

 派生商品は原則として時価で評価

しております。 

３．収益及び費用の計上

基準 

(1）受取配当金の計上基準 

 受取配当金は、原則として株式

の配当落ち日において、その金額

が確定しているものについては当

該金額、未だ確定していない場合

には予想配当金額の90％を計上

し、残額については入金時に計上

しております。 

(1)受取配当金の計上基準 

同左 

 (2)有価証券売買等損益の計上基準 (2)有価証券売買等損益の計上基準 

  約定日基準で計上しておりま

す。 

同左 

４．その他  当ファンドの計算期間は前期末及

び当期末が休日のため、平成14年7

月2日から平成15年6月30日までとな

っております。 

 当ファンドの計算期間は前期末が

休日のため、平成15年7月1日から平

成16年6月29日までとなっておりま

す。 

  剰余金増加額又は欠損金減少額及

び剰余金減少額又は欠損金増加額は

純額表示しております。 

――――――― 
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表示方法の変更 
第4期 

自 平成14年7月2日 
至 平成15年6月30日 

第5期 
自 平成15年7月1日 
至 平成16年6月29日 

1.従来の「欠損金」の部については、投資信託財

産計算規則の改正により、当期から「剰余金」

の部として表示しております。 

――――――― 

2.従来の「当期利益又は当期損失」及び「一部解

約に伴う当期利益分配額又は一部解約に伴う

当期損失分配額」は、「投資信託財産の貸借対

照表、損益及び剰余金計算書、附属明細表並び

に運用報告書に関する規則」の改正により、当

計算期間から「当期純利益又は当期純損失」及

び「一部解約に伴う当期純利益分配額又は一部

解約に伴う当期純損失分配額」としておりま

す。 

――――――― 

3.従来の「期末剰余金又は期末欠損金」について

は、投資信託財産計算規則の改正により、「当

期利益又は当期損失」の付記を当計算期間より

行っておりません。 

――――――― 

 
注記事項 
（貸借対照表関係） 

第4期 
（平成15年6月30日現在） 

第5期 
（平成16年6月29日現在） 

1.信託財産に係る期首元本額、期中追加設定元本

額及び期中一部解約元本額 

1.信託財産に係る期首元本額、期中追加設定元本

額及び期中一部解約元本額 
 
期首元本額 

6,298,500,272円

 
期中追加設定元本額 

763,297,703円

 
期中一部解約元本額 

927,557,580円

 
  

 
期首元本額 

6,134,240,395円

 
期中追加設定元本額 

5,624,482,086円

 
期中一部解約元本額 

6,420,338,260円

 
  

2.投資信託財産計算規則第41条の2に規定する額 

 

元本の欠損 

2,327,454,783円

 

2.投資信託財産計算規則第41条の2に規定する額 

――――――― 
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（損益及び剰余金計算書関係） 
第4期 

自 平成14年7月2日 
至 平成15年6月30日 

第5期 
自 平成15年7月1日 
至 平成16年6月29日 

１．受託会社との取引高 １．受託会社との取引高 
営業取引（受託者報酬） 3,762,044 円 営業取引（受託者報酬） 4,205,581 円 

  
２．分配金の計算過程 ２．分配金の計算過程 

計算期間末における分配対象金額 5,232,988

円（1 万口当たり 8.53 円）のうち当期に分配し

た金額はありません。 

計算期間末における分配対象金額

1,711,224,933 円（1 万口当たり 3,205.50 円）

のうち、160,151,526 円（1 万口当たり 300 円）

を分配金額としております。 
 項  目    
 費用控除後の配当等収益額 A 10,538,028 円  

 費用控除後・繰越欠損金補てん後

の有価証券売買等損益 B 1,327,674,401 円  

 収益調整金額 C 373,012,504 円  
 分配準備積立金 D 0 円  

 当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C
+D 1,711,224,933 円  

 当ファンドの期末残存口数 F 5,338,384,221 口  
 一万口当たりの収益分配対象額 G=E/F 3,205.50 円  
 一万口当たりの分配額 H 300 円  
 収益分配金金額 I=F×H 160,151,526 円  
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（有価証券関係） 
売買目的有価証券 

第 4 期（自 平成 14 年 7 月 2 日 至 平成 15 年 6 月 30 日） 

種類 貸借対照表計上額（円） 
当計算期間の損益に含まれた
評価差額（円） 

株式 3,643,003,000 441,674,301

合計 3,643,003,000 441,674,301

 
第 5 期（自 平成 15 年 7 月 1 日 至 平成 16 年 6 月 29 日） 

種類 貸借対照表計上額（円） 
当計算期間の損益に含まれた
評価差額（円） 

株式 6,403,300,400 1,316,243,570

合計 6,403,300,400 1,316,243,570

 
（デリバティブ取引関係） 

 
第 4 期（自 平成 14 年 7 月 2 日 至 平成 15 年 6 月 30 日） 
 該当事項はありません。 
 
第 5 期（自 平成 15 年 7 月 1 日 至 平成 16 年 6 月 29 日） 
 該当事項はありません。 

 
（一口当たり情報） 

 
第4期 

（平成15年6月30日現在） 
第5期 

（平成16年6月29日現在） 

一口当たり純資産額 0.6206円 1.2906円 

 
（重要な後発事象） 

 
第 4 期（自 平成 14 年 7 月 2 日 至 平成 15 年 6 月 30 日） 
 該当事項はありません。 
 
第 5 期（自 平成 15 年 7 月 1 日 至 平成 16 年 6 月 29 日） 
 該当事項はありません。 
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(3)附属明細表 
① 有価証券明細表 
１）株式 

  （単位：円）

種類 銘柄 株数 評価額単価 評価額金額 

株券 フレンテ 15,000 6,120.00 91,800,000

 セーレン 126,000 840.00 105,840,000

 旭電化工業 156,000 1,050.00 163,800,000

 日本油脂 330,000 422.00 139,260,000

 ツムラ 120,000 1,551.00 186,120,000

 沢井製薬 30,000 4,590.00 137,700,000

 サンコール 90,000 820.00 73,800,000

 神鋼電機 500,000 332.00 166,000,000

 日本電産 18,000 11,160.00 200,880,000

 シーシーエス 110 2,160,000.00 237,600,000

 テクノメディカ 136 521,000.00 70,856,000

 サンケン電気 110,000 1,403.00 154,330,000

 船井電機 10,000 16,380.00 163,800,000

 ジオマテック 30,000 4,280.00 128,400,000

 千代田インテグレ 35,000 3,350.00 117,250,000

 カシオ計算機 120,000 1,622.00 194,640,000

 三井ハイテック 73,400 1,311.00 96,227,400

 ＮＥＯＭＡＸ 80,000 1,769.00 141,520,000

 三協精機製作所 200,000 1,140.00 228,000,000

 東洋ラジエーター 300,000 537.00 161,100,000

 ＮＯＫ 40,000 4,050.00 162,000,000

 ヤマハ発動機 110,000 1,654.00 181,940,000

 朝日インテック 800 1,600.00 1,280,000

 ＳＨＯＥＩ 4,000 1,150.00 4,600,000

 アーク 20,000 4,670.00 93,400,000

 東京電力 70,000 2,515.00 176,050,000

 マクロミル 160 852,000.00 136,320,000

 三井物産テレパーク 250 316,000.00 79,000,000

 三井物産テレパーク(新) 250 277,000.00 69,250,000

 インデックス 361 603,000.00 217,683,000
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種類 銘柄 株数 評価額単価 評価額金額 

株券 イー・アクセス 200 645,000.00 129,000,000

 エヌ・ティ・ティ・ドコモ 1,200 196,000.00 235,200,000

 フィールズ 130 1,420,000.00 184,600,000

 クロスプラス 38,000 3,960.00 150,480,000

 アルファグループ 50 2,640,000.00 132,000,000

 ナガイレーベン 80,000 1,945.00 155,600,000

 ケンコーコム 15 1,290,000.00 19,350,000

 ゼクス 140 556,000.00 77,840,000

 ディップ 30 2,300,000.00 69,000,000

 日本エイム 110 988,000.00 108,680,000

 エスビーエス 115 406,000.00 46,690,000

 エスビーエス(新) 230 406,000.00 93,380,000

 日本ケアサプライ 40 1,520,000.00 60,800,000

 株式会社 アマナ 500 23,000.00 11,500,000

 イーピーエス 278 528,000.00 146,784,000

 テイクアンドギヴ・ニーズ 120 1,410,000.00 169,200,000

 サイバーエージェント 300 1,080,000.00 324,000,000

 楽天 250 835,000.00 208,750,000

 銘柄数： 48  

 合計  6,403,300,400

 
２）株式以外の有価証券 
 該当事項はありません。 

 
② 有価証券先物取引等及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

 該当事項はありません。 
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２ ファンドの現況 
(1)純資産額計算書 

平成 16 年 7 月 30 日現在 
Ⅰ 資産総額 7,176,980,615 円 
Ⅱ 負債総額 191,506,563 円 
Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 6,985,474,052 円 
Ⅳ 発行済数量 5,985,242,403 口 
Ⅴ 1万口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 11,671 円 

 

(2)投資有価証券の主要銘柄 
平成 16 年 7 月 30 日現在 

     数量 帳簿金額 時価評価額 投資

順位 地域 種類 銘柄名 業種  単価 金額 単価 金額 比率

     （株） （円） （円） （円） （円） (％)

1 日本 株式 サイバーエージェント サービス業 300 1,080,000.00 324,000,000 786,000.00 235,800,000 3.38
2 日本 株式 ＮＴＴドコモ 情報・通信業 1,200 196,000.00 235,200,000 194,000.00 232,800,000 3.33
3 日本 株式 三協精機製作所 電気機器 200,000 1,140.00 228,000,000 1,058.00 211,600,000 3.03
4 日本 株式 ツムラ 医薬品 120,000 1,551.00 186,120,000 1,608.00 192,960,000 2.76
5 日本 株式 イオン 小売業 50,000 3,836.03 191,801,940 3,820.00 191,000,000 2.73
6 日本 株式 ヤマハ発動機 輸送用機器 110,000 1,654.00 181,940,000 1,705.00 187,550,000 2.68
7 日本 株式 日本電産 電気機器 18,000 11,160.00 200,880,000 10,350.00 186,300,000 2.67
8 日本 株式 インデックス 情報・通信業 361 603,000.00 217,683,000 504,000.00 181,944,000 2.60
9 日本 株式 カシオ計算機 電気機器 120,000 1,622.00 194,640,000 1,509.00 181,080,000 2.59

10 日本 株式 東京電力 電気・ガス業 70,000 2,515.00 176,050,000 2,525.00 176,750,000 2.53
11 日本 株式 東洋ラジエーター 輸送用機器 300,000 537.00 161,100,000 577.00 173,100,000 2.48
12 日本 株式 レインズインターナショナル 小売業 300 580,592.93 174,177,880 571,000.00 171,300,000 2.45
13 日本 株式 ナガイレーベン 卸売業 80,000 1,945.00 155,600,000 2,100.00 168,000,000 2.41
14 日本 株式 旭電化工業 化学 156,000 1,050.00 163,800,000 1,035.00 161,460,000 2.31
15 日本 株式 船井電機 電気機器 10,000 16,380.00 163,800,000 15,600.00 156,000,000 2.23
16 日本 株式 セーレン 繊維製品 200,000 829.04 165,809,044 779.00 155,800,000 2.23
17 日本 株式 ネットプライス 小売業 50 3,666,977.64 183,348,882 3,110,000.00 155,500,000 2.23
18 日本 株式 大塚商会 情報・通信業 25,000 6,207.20 155,180,194 6,190.00 154,750,000 2.22
19 日本 株式 シーシーエス 電気機器 110 2,160,000.00 237,600,000 1,390,000.00 152,900,000 2.19
20 日本 株式 神鋼電機 電気機器 500,000 332.00 166,000,000 289.00 144,500,000 2.07
21 日本 株式 ＮＥＯＭＡＸ 電気機器 80,000 1,769.00 141,520,000 1,797.00 143,760,000 2.06
22 日本 株式 テイクアンドギヴ・ニーズ サービス業 120 1,410,000.00 169,200,000 1,190,000.00 142,800,000 2.04
23 日本 株式 日本油脂 化学 330,000 422.00 139,260,000 422.00 139,260,000 1.99
24 日本 株式 サンケン電気 電気機器 110,000 1,403.00 154,330,000 1,250.00 137,500,000 1.97
25 日本 株式 三井物産テレパーク 情報・通信業 530 296,176.00 156,973,280 259,000.00 137,270,000 1.97
26 日本 株式 パーク２４ 不動産業 35,000 4,067.03 142,346,300 3,890.00 136,150,000 1.95
27 日本 株式 ＮＯＫ 輸送用機器 40,000 4,050.00 162,000,000 3,360.00 134,400,000 1.92
28 日本 株式 沢井製薬 医薬品 30,000 4,590.00 137,700,000 4,450.00 133,500,000 1.91
29 日本 株式 イーピーエス サービス業 278 528,000.00 146,784,000 464,000.00 128,992,000 1.85
30 日本 株式 クロスプラス 卸売業 38,000 3,960.00 150,480,000 3,300.00 125,400,000 1.80

＊上位 30 銘柄 
＊投資比率は、ファンドの純資産総額に対する各銘柄の時価評価額比率です。 
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業種別投資比率 
平成 16 年 7 月 30 日現在 

種類 地域 業種 投資比率(％) 
株式 日本 食料品 1.03 

  繊維製品 2.23 
  化学 4.30 
  医薬品 4.67 
  金属製品 1.03 
  電気機器 25.70 
  輸送用機器 7.09 
  その他製品 1.70 
  電気・ガス業 2.53 
  情報・通信業 13.10 
  卸売業 6.11 
  小売業 7.41 
  不動産業 3.03 
  サービス業 11.21 
合計 91.15 

＊投資比率は、ファンドの純資産総額に対する各業種の時価評価額比率です。 

 

(3)投資不動産物件 
該当事項はございません。 

 

(4)その他投資資産の主要なもの 
該当事項はございません。 

 

 


	平成17年3月25日
	平成16年9月29日



